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なった状況の明確化が課題として残された状態である。
そしてこの状況はイギリス固有の状況を反映したもの

であるはずである。

その理由は次の通りである。

ウオーノック報告で指摘きれた障害のカテゴリーの撤

廃の根拠となっている状況は， 日本をはじめ障害のカテ
ゴリーにもとづいた障害児教育の制度的枠組みを提供し
ている国々に共通するものである。この問題の解消を図
るためには,既存のカテゴリーのとらえ方を変更するか，

もしくはイギリスのようにカテゴリーを撤廃するしか方
法がない。

医学的，心理学的な障害のカテゴリーは比較的短い期
間で新しいカテゴリーに更新きれる傾向があることを考
えると， これに追随した形式での障害のカテゴリーを教
育制度上に位瞳づけるためには，相当に煩雑な法的な手
続きが繰り返されなくてはならない。

従って,むしろ教育の場面において示きれるニーズ(特
別な教育的ニーズ）を出発点にし，それに各個人の障害
(disability)との関係をふまえながら，適切な対応を
保障していく方策をとる方が柔軟でありかつ合理的な対
応が提供できるとも考えられる。

ところが，現実には特別な教育的ニーズの概念を教育

制度上に明確に位世づけた国は， 日本も含めてイギリス
以外に現れていない。

その一方で，イギリスでは「1993年教育法」が成立し，

特別な教育的ニーズの制度上の概念規定は， 「1981年教
育法」における定義の文言がほぼそのまま踏襲きれた5)。
もちろんイギリスにおいても，現在に至っても特別な
教育的ニーズを持つと判断きれる子どもの割合が，いわ
ゆる2％からほとんど拡大しておらず， ウォーノック報

告や「1981年教育法」での意図が浸透していない状況で
ある。

それでもなお，制度的に特別な教育的ニーズによって

子どもをとらえようとする姿勢が貫かれているのには，

何らかの理由が存在しているはずである。

この点を明確にすることによって，特別な教育的ニー
ズにもとづく子どもの理解が，単に用語の問題等に倭小

化ぎれることなく本質的な議麓の対象となりえるといえ

I．はじめに

イギリスでは「1981年教育法」の施行により特別な教

育的ニーズ(SpecialEducationalNeeds)の概念が制度
的に導入きれてから12年がすぎた。

「1981年教育法」は， 「1944年教育法」の枠のもとで

展開ぎれてきた戦後の障害児教育における諸課題の検討
と勧告を行ったウォーノック報告]）の影響を受けて成
立したもので，特別な教育的ニーズの概念の導入の他，

統合教育の推進，保護者の権利の拡大など現在の障害児
教育における重要な課題を内容に含んでいた。
とりわけ，特別な教育的ニーズ概念の導入は，同時に
従来の様々な障害のカテゴリー（当時のイギリスにおい
ては10種類）を制度的に撤廃したことから，海外にも広

く知られ，ウォーノック報告とともに各国においてその
概要が検討きれた。

ウオーノック報告によれば，従来の障害の概念を撤廃

すべきであるとした理由は，垂複した障害を持つ子ども
や，既存のカテゴリー以外の障害を持つ子どもの分類が
困難であること，医学的な障害のカテゴリーの教育的文
脈における利用価値の低き，障害のカテゴリーがもたら
す否定的なラベリング問題の存在などときれた2)。
すなわち，障害のカテゴリーの撤廃の理由は，障害児
教育の領域固有の問題に帰藩されたのである。その後，
これが特別な教育的ニーズの概念が導入された理由の一
つとして理解きれ，引用きれてきた。

しかしながら，特別な教育的ニーズを持つとぎれる子

どもは,全学齢生徒のおよそ6人に1人の割合で存在し，
ごく一時的にこうしたニーズを持つ子どもも含めると，
5人に1人にものぼると推測された3）ことを念頭にお
くと，特別な教育的ニーズの概念の導入は単にそれまで
の障害児教育の領域に固有の問題にのみ端を発したもの
であると理解することには無理があると考えられる。

この点に関して，かつて1960年代以降の中等教育制度
の改革に伴う総合制中等学校(comprehensiveschCols)
における学習上の困難を示す生徒の激増と混乱を一つの

背景要因として位置づけて検討したが，決定的な結論は
得られなかった4)。
なお．特別な教育的ニーズの概念が導入された根拠と
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